





















































































































































































































































12 ＋ 60万円×２回＝ 480万円）が支給された．日ごろの業績が認められ，ＡさんとＢさんは晴
れて管理監督者として昇格したとする．育児が必要なＡさんは引き続き短時間勤務制度を希望す
るが，管理監督者になったのだから労働時間管理は受けず，賃金減額は納得できないと主張した
としたら，年収の上昇幅は，800万円－480万円＝ 320万円となる．そうすると，子供はいないの
で短時間勤務をする必要がなく管理監督者に昇進したＢさんとは，年収の上昇幅で不合理な側面
が出てくるのは明白である．今回は仮定の数値で計算したが，実態に即した金額で計算しても，
同様の不整合が生じることになる．
この点を考慮すると，一定期間・継続的に短時間勤務制度を利用する者については，管理監督
者といえども賃金減額が妥当との帰結に及ぶであろう．もちろん，上記は仮定の話であり，企業
規模によって事情は異なる．
翻ると，管理監督者は，労働時間・休憩・休日の法的な制限がなくなるのは周知の通りである
が，「賃金の決定および方法」「その他の労働条件の決定」に関して何ら規定はなく，労使当事者
の任意ということになる．労働時間管理の適用除外であっても，所定労働時間の定めがないと，
適用除外されていない深夜割増賃金の算定や有給休暇取得時の賃金計算もできなくなる．こうし
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たこともあり，労働契約上，所定労働時間の締結は必要である．そうすると，ノーワーク・ノー
ペイの原則に基づき，所定労働時間の短縮に応じた賃金の削減も妥当といえよう．ただし，労働
時間に応じて賃金が削減されるような者が，「経営者と一体」とみなされるかの疑問は生じ，議
論の余地が残る．なお，「名ばかり管理職」の問題については本稿ではふれず，他稿に委ねたい．
以上の検討を踏まえると，労基法第41条第２号の管理監督者に該当する者と言いながらも，実
態としては，通勤電車がトラブル等により遅延した場合に「遅延証明書」を徴求する姿が見られ
るなど，出退勤の自由があるとは言えないのが実情である．このように法律の定義と実態が曖昧
ななかで，スムーズな労務管理を行っていくためには，未然のトラブル防止の観点からも，規定
を導入し，時間短縮部分については賃金控除とすることに異議は少ないだろう．
労働時間管理の適用除外である管理監督者といえども，丸一日休んだ場合には，該当日の賃金
控除に問題はない．それが育児休業であれば，雇用保険から育児休業給付も支給される．ところ
が，所定労働時間８時間のところ，実働は１時間だった場合は，どうだろうか．このような日が，
１日だけであればあえて賃金控除の対象としなくてもよいかもしれない９）．
しかし，本稿で述べているように，「一定期間・継続的な」短時間勤務となると，話は別である．
まだまだ事案としては少数であるが，裁判等で争われてくると司法判断も加わり，世論形成も出
来てこよう．現在は試行錯誤の段階とも言える．
類似の事案として，介護短時間勤務はどうか．管理監督者の親が要介護状態であるケースは，
頻繁に存在する．おそらく多くの該当者は所定労働時間で出退勤するものの，いわゆる所定時間
外労働はせず，継続的に短時間勤務という者は少ないものと思われる．
育児介護休業法は，一つの法律として制定されてはいるが，対象となる子供・家族の事情が異
なっているので，同列の議論は出来ない．また，親の介護は多くの労働者に関係するが，生涯未
婚率が年々上昇するなか，我が子の育児を経験しない者も多数存在するので，議論は分けて行う
必要がある．
⑵　本人の事情による比較
仮に，１日の所定労働時間が８時間で，１週の所定労働時間が40時間（８時間×週５日）の
場合で検討する．
この場合で，週に４日勤務し，残り１日を休業とする者には，通常，当該休業日は賃金カット
するであろう（実際には，有給休暇で対応することもあるが）．その一方で，１日２時間の時短
を継続的にする管理監督者に，週に10時間分の時間短縮がされているのに賃金控除をしなかった
ら，１日（８時間）の休業で賃金カットされることとの整合性が取れているとは言い難い．こう
した点を考慮しても，一定期間・継続的な短時間勤務の場合には，賃金控除は合理的と言える．
さらに，理由を問わない短時間勤務はどうであろうか．基本的には，管理監督者であっても役
員でなければ，雇用契約に基づく労働者となり，何らかの保護の対象となる．その一方で，秩序
なく自己判断での時短は我が国の労働慣習上，問題がないとは言えないであろう．
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⑶　ハラスメントの防止の観点
育児介護休業法第10条には，同法の制度取得者に対して，不利益取扱の禁止が定められている．
近年は，部下から上司への嫌がらせも報告されているが，制度がない状況下で管理監督者が一定
期間，（ほぼ毎日のように），短時間勤務にすることに対して，嫌がらせを受けることも想定され
る．そうであるならば，このようなハラスメントを防止する観点からも，また，堂々と短時間勤
務をする観点からも，制度を確立することが，労使にとってメリットがあるように思われる．仮
に制度のないまま短時間勤務が可能ということになれば，管理監督者は「理由不問」で自らの判
断で労働時間の長短を設定できることになり，「管理監督者」と「みなし労働者」との相違も論
点となる．
Ⅶ　労働時間の柔軟化との関係
労働時間の柔軟化の対象者としては，「裁量労働制適用労働者」「事業場外労働みなし制適用労
働者」「変形労働時間制適用労働者」「フレックスタイム制適用労働者」が挙げられるが，これら
の者の育児短時間勤務と，管理監督者の育児短時間勤務は異質なものであろうか．
「Q＆A」においては，これらの者については全て，労使協定等により対象外とされた労働者
を除いて，短時間勤務の対象となると回答している．これらの者も「労働者」であり，労働時間
管理の適用対象外ではないので，労働時間の柔軟化が図られていても，短時間勤務の対象となる
のは当然のことである．ここで留意すべきは，「みなし労働時間が短縮される」場合には，「業務
内容・量の削減」もあわせて行うことが重要であり，実際に短時間勤務ができることを確保する
ことが必要である．このような場合には，労働時間，業務量のいずれも削減されるので，賃金カッ
トも自然な帰結となる．上記の制度適用者に短時間勤務を適用する場合には，就業規則に定める
必要も出てくる．
これに対して，そもそも管理監督者の場合には，労働時間は管理されていないものの，欠勤す
れば当該日の賃金は欠勤控除（通常は日割り）されるのも当然であるが，日頃の若干の遅刻・早
退については，賃金控除をしていないであろう．一般労働者の残業時間帯に業務をこなしても時
間外手当が支給されていないのであるから，ここでプラスマイナスを調整しているとも言える．
Ⅷ　提　　言
さて，上記で検討してきた事項を就業規則に制定する場合には，何に留意すべきか．
まずは，管理監督者についても，「育児短時間勤務制度」の適用対象者として，一般労働者と
同様の手続きを踏むことを規定で整備する必要がある．これにより，現に管理監督者である者も，
今後，管理監督者に就く者も，予見性が高まると同時に安心して育児を行うことが可能となろう．
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そして，その次は，賃金に関しての規定が必要となる．前述の通り，労働時間管理の適用除外
である管理監督者については，賃金控除の必要はないという意見もある．しかし，これまで述べ
てきたように，「周囲の理解」を得る観点や，上記Ⅵ．４のケースによる違和感などを勘案すると，
所定労働時間の短縮による減額は妥当なものであり，事前に制定しておくことがトラブルの回避
につながる．
１．賃金の決定方法として
賃金額の決定については，労使双方の合意によるものとなるが，管理監督者が一定期間・継続
的に育児短時間勤務の適用対象者となる場合には，以下のケースが考えられる．
⑴　基本給を減額する
所定労働時間が短縮されることによって，基本給が減額されるのは，一般労働者と同様の考え
方である．
⑵　管理職手当を減額する
管理監督者としての職務が縮小するのであるから，当該手当を減額するという考え方である．
２．管理監督者に求められる職務
上記１⑵を考慮するにあたり，管理監督者に求められる職務を検討したい．
「事業主と一体となって，事業の運営を行う者」には，部下の管理・助言・指導等も当然含ま
れる．こうした職務を担う者が恒常的に不在ということになると，事業場の部下・スタッフが混
乱することもある．最近は，テレワークという形態で，オフィス（部下の面前）にいなくても，
指揮・命令・指導は可能である．しかし，一定期間・継続的に不在となる（しかも，その時間は
自らの育児に利用するため，職務に従事しているとは言えない時間帯が生じる）場合に，労働条
件を維持したままで周囲の理解を受けられるであろうか．
管理監督者に限らず，本来，職場にいると思っていた者が不在となれば，その者が担当してい
た業務は他の者に割り振ることになる．我が国の有給休暇の取得率が低いのは，「周囲に迷惑が
かかるから」という理由が多いようであるが，逆の視点からみれば，誰かが休んでいるときに該
当者の業務を割り振られた者は，「迷惑をかけられている」と思っていることの証であろう．こ
うしたなか，政府も進める女性活躍や育児と仕事の両立（ワークライフバランス）を推し進める
には，相互理解は不可欠である．また，その土台となる規定があることによって，当事者の理解
や納得性は高まると言える．短時間勤務を選択する管理監督者にとっても，周りに気兼ねなく制
度を活用することで，自らの育児に注力することができる．この基本的考え方に立つならば，一
定期間・継続的に短時間勤務を利用するのであれば，賃金減額も理解を得やすいと思われる．
３．育児介護休業法の目的（１条）と理念（３条）
同法第１条は，その目的として「……制度を設けるとともに，子の養育……を容易にするため
所定労働時間等に関し事業主が講ずべき措置を定めるほか，子の養育……を行う労働者等に対す
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る支援措置を講ずることにより，子の養育……を行う労働者等の雇用の継続及び再就職の促進を
図り，もってこれらの者の職業生活と家庭生活との両立に寄与することを通じて，これらの者の
福祉の増進を図り，あわせて経済及び社会の発展に資することを目的とする」と定めている．
また，同法第３条では，その基本理念として，第１項で「この規定による子の養育……を行う
労働者の福祉の増進は，これらの者がそれぞれの職業生活の全期間を通じてその能力を有効に発
揮した職業生活を営むとともに，育児又は介護について家族の一員としての役割を円滑に果たす
ことができるようにすることをその本旨とする」と定めている．さらに続けて第２項で「子の養
育……を行うための休業をする労働者は，その休業後における就業を円滑に行うことができるよ
う必要な努力をしなければならない」と，労働者に対して，職場の同僚に対する配慮や努力につ
いて謳っているように読み取れる．
通達（職発0802第１号，雇児発0802第３号）では，同法第２条が対象としているのは，労基法
（昭和22年法律第49号）第９条10）に規定する「労働者」と同義であるとしている．そして，「労
働者」のうち，労基法第41条に規定する者については，労働時間等に関する規定が適用除外され
ていることから，育児介護休業法の規定で定める「労働者」の措置の適用除外としている．ただ
し，同通達においても，短時間勤務制度については，「労基法第41条第２号の管理監督者であっ
ても，育児介護休業法第23条第１項の措置とは別に，同項の育児のための所定労働時間の短縮措
置に準じた制度を導入することは可能であり，こうした者の仕事と子育ての両立を図る観点から
むしろ望ましいものである」としている．
また，同通達では，「労働者の権利は，事業主が育児のための所定労働時間の短縮措置を講じ，
当該措置が労働契約の内容となってはじめて発生するものであり，本項から直接発生するもので
はない」としている．そうであれば，労基法第41条第２号の管理監督者には短時間勤務措置を講
じなくてよいのだが，管理監督者が自らの意思・判断で継続的に短時間勤務を行った場合，これ
まで述べた通り，賃金控除の問題が出てくる．
そうすると，管理監督者は，「職場全体のマネジメント」を行う者なのか，「部下の管理・指導・
助言」を行う者なのかの役割によって大きく対応が分かれてこよう．この点に関しては，それぞ
れの企業によって対応は異なるであろうし，現状の裁判所の認識や行政解釈においては，ケー
ス・バイ・ケースで対応するのが妥当となろう．
働き方改革関連法の成立11）により，今後はより一層ワークライフバランスの取れた働き方が
求められてこよう．みなし労働と異なり，自己の職務のみをこなしていれば給与が支給されるわ
けではない管理監督者について，とりわけ育児に関しては実態として女性がその大半を占めてい
る．こうした女性管理監督者にとっても，堂々とワークライフバランスのとれた働き方の出来る
サポートをする必要がある．
66 管理監督者の育児短時間勤務に関する一考察
おわりに
労基法第41条第２号の管理監督者は，労基法における労働者ではないとされてきた．なぜなら，
「経営者と一体となって，事業運営を行っている者」だからである．しかし，役員ではない管理
監督者は，被用者として雇用保険の被保険者でもある．
筆者は，管理監督者が育児に伴う短時間勤務制度を選択した際に，賃金カットを積極的に推奨
しているわけではないが，本稿において検討した事項等を考慮すると，対象となる期間が長い嫌
いがある．また，本来，賃金には，ノーワーク・ノーペイの原則があり，これに異議のある者は
いないであろう．
管理監督者たる者，事業主と一体となってその管理運営を行う者である以上，その責任が重い
のは言うまでもない．「経営者と一体となって」事業運営を行う管理監督者は，通常の勤務がで
きる状態を念頭においているととらえるべきである．経営者は事業場にいなくとも，日々，事業
運営のことに没頭している．「経営者と一体となって」に該当する者は役員ではないか，という
意見もあろうが，会社において役員は一人でも足りる．本稿の目的は，労働者性を論じるもので
はないので，この点は他稿に委ねる．
育児短時間勤務が必要な管理監督者を一方的に一般労働者へ格下げすることは許されるもので
はない．女性活躍推進が叫ばれるなか，出産後も育児をしながら働き，中には管理監督者として
の職務もこなす者は今後，増加するであろう．こうした者にとって，充実した制度設計は欠かせ
ない．
【注】
１）働き方関連法案とは，雇用対策法，労働基準法，労働時間等設定改善法，労働安全衛生法，じん肺法，
パートタイム労働法，労働契約法，労働者派遣法の８法案の総称である．
２）同条は，労働時間等に関する規定の適用除外として，「農業，畜産・水産業の事業に従事する者」（１号），
「事業の種類にかかわらず監督若しくは管理の地位にある者又は機密の事務を取り扱う者」（２号），「監
視又は断続的労働に従事する者で，使用者が行政官庁の許可を受けたもの」（３号）には適用しないと
定めている．
３）同条第１項で，「労働時間は，事業場を異にする場合においても，労働時間に関する規定の適用につい
ては通算する」と定めている．
　　なお，「改定新版　労働基準法」（厚生労働省基準局編）（抄）の解説（http:www.mhlw.go.jp/shingi/2004/ 
05/s0514-5b7.html）で，「『事業場を異にする』とは，労働者が１日のうち，甲事業場で労働した後に乙
事業場で労働することをいう．この場合，同一事業主に属する異なった事業場において労働する場合の
みでなく，事業主を異にする事業場において労働する場合も含まれる」としている．また，「『労働時間
に関する規定の適用については通算する』ということは，第32条又は第40条はもちろんのこと，時間外
労働に関する第33条及び第36条，年少者についての第60条等の規定を適用するに当たっては，甲事業場
及び乙事業場における労働時間を通算して，右の各条の制限を適用するということである．（中略）労
働時間の通算の結果，時間外労働に該当するに至る場合は，割増賃金を支払わなければならないことは
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いうまでもない．この場合，時間外労働についての法所定の手続きをとり，また割増賃金を負担しなけ
ればならないのは，右の甲乙いずれの事業主であるかが問題となるが，通常は，当該労働者と時間的に
後で労働契約を締結した事業主と解すべきであろう．けだし，後で契約を締結した事業主は，契約の締
結に当たって，その労働者が他の事業場で労働していることを確認した上で契約を締結すべきであるか
らである．ただし，甲事業場で４時間，乙事業場で４時間働いている者の場合，甲事業場の使用者が，
労働者がこの後乙事業場で４時間働くことを知りながら労働時間を延長するときは，甲事業場の使用者
が時間外労働の手続を要するものと考えられる．すなわち，『その労働者を一定時間以上使用すること
により，時間外労働させることとなった使用者が違反者となる．必ずしも１日のうちの後の時刻の使用
者でもないし，またあとから雇入れた使用者でもない．』のである」としている．
　　上記の定めがあるものの，実務で，このような規定および解説通りに適用している事業場に遭遇するこ
とはほとんどない．
４）たとえば，育英舎事件（札幌地判平14年４月18日労判839号58頁）．
５）管理監督者にふさわしい手当とは，非管理監督者が通常の残業をした場合に時間外手当を支給されても，
年収で上位職である管理監督者の年収を超えないことと思われるが，実態はそうでないケースも多々見
られるであろう．
６）東京地裁では，①職務内容が少なくともある部門全体の統括的な立場にあること，②部下に対する労務
管理上の決定権限等につき一定の裁量権を有し，人事考課・機密事項に接していること，③管理職手当
などで時間外手当が支給されないことを十分に補っていること，④自己の出退勤を自ら決定する権限が
あること，という判断基準を示している．（ゲートウェイ21事件　東京地判平20年９月30日労判977号74
頁，東和システム事件　東京地判平21年３月９日労判981号21頁）．
７）子供の年齢に応じて，①１歳に満たない子を養育する労働者で育児休業をしていない者，②１歳から３
歳までの子を養育する労働者，③３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者，の３
種類に区分している．
８）ただし，給付額の上限はある．
９）最近は，１時間単位の有給もあるので，話はさらに複雑になる．
10）同条では，「この法律で『労働者』とは，職業の種類を問わず，事業又は事務所に使用される者で，賃
金を支払われる者をいう」と定義している．
11）働き方関連法に関しては，「よくわかる働き方改革」（日野勝吾，結城康弘：編著　㈱ぎょうせい）に詳
しい記述がある．
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